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新潟市建設工事一般競争入札実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号），地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）及び

新潟市契約規則（昭和５９年新潟市規則第２４号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか，本市が建設工事（建設業法（昭和２４年

法律第１００号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する建設

工事をいう。）を発注するにあたり，入札及び契約の透明性及び競争

性をより一層確保するため，あらかじめ定められた一般競争入札への

参加に必要な資格を有する者により一般競争入札を行わせる方式（以

下「制限付き一般競争入札」という。）を実施するのに必要な事項を

定めるものとする。 

（対象工事） 

第２条 この要綱により制限付き一般競争入札の対象とする建設工事（以

下「対象工事」という。）は，次の各号に掲げるものとする。 

(1)全体工事費が概ね１千万円以上の工事で，新潟市請負工事等入札参加

資格要件等審査委員会又は新潟市請負工事等区役所審査委員会（以下

「委員会」という。）が指定したもの 

(2)前号に掲げるもののほか，委員会が工事の性格等に照らし，制限付

き一般競争入札によることが適当と認める工事 

（入札参加資格） 

第３条 制限付き一般競争入札に参加することができるものに必要な資

格（以下「入札参加資格」という。）は，次の各号に掲げるとおりと
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する。 

(1) 政令第１６７条の４第１項の規定に該当しないものであること。 

(2) 本市の競争入札参加資格者名簿（以下「名簿」という。）に登載

されているものであること。ただし，特定共同企業体（建設業者が

市長の指定する工事を共同連帯して請け負うことを目的として工

事ごとに結成する共同企業体をいう。以下同じ。）の場合は，名簿

に搭載されているものが入札公告の要件を満たした特定共同企業

体を結成する登録申請（電子申請に限る）を行えば，入札に参加で

きるものとする。 

(3) 法第２６条の規定により，入札を行おうとする工事を施工しうる

主任技術者又は監理技術者を配置できるものであること。 

(4) 入札を行おうとする対象工事の全体工事費が概ね５千万円以上の

場合は，工事の業種について，法第１５条の規定による特定建設業

の許可を有し，かつ当該業種が名簿に登載されているものであるこ

と。 

  ただし，工事規模，工種などが特別な場合は，法第１５条の規定

による特定建設業の許可の規定についてはこの限りではない。 

(5) 入札公告で入札参加者の受注回数を制限する案件については，入札公

告日に属する年度において，新潟市内に本社（店）を有するものは，予

定価格３億円（税込み）以上の本市発注工事の落札者の決定（特定共同

企業体の代表者となったものを含む。）を３件（新潟市内に本社（店）を

有しないものは１件）以上受けていないこと。 

(6) 入札公告日から入札執行日までの間，新潟市競争入札参加有資格

業者指名停止等措置要領（以下「指名停止要領」という。）の規定
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に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けていないも

のであること。 

(7) 新潟市建設工事入札参加資格者格付認定取扱要領に規定する格付認

定が，発注工事ごとに委員会が定める基準に適合するものであるこ

と。 

(8) 入札を行おうとする工事と同種又は類似の建設工事の元請けとし

ての施工実績を有するものであること（特定共同企業体としての実

績の場合は，別紙による）。ただし，工事規模，工種などが特別な

場合，参加資格とする施工実績については，その都度決定するもの

とする。 

(9) 当該案件について従前に無効とした入札があった場合，これに関

して厳重注意を受けていないものであること。 

（10）新潟市電子入札システムを利用して入札に参加できるものであり，

市との連絡が電子メールで行うことができるもの。 

（11）次のアからキまでのいずれにも該当しないもの 

  ア 暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）第２

条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）第

２条第３号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その

他これらと同等の責任を有するものをいい，法人以外の団体である場合

は代表者，理事その他これらと同等の責任を有するものをいう。）が暴力

団員であるもの 

エ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの 
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オ 自己，その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図

る目的又は第三者に損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を

利用しているもの 

カ 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し，又は便宜を供与するなど

直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し，又は関与しているもの 

キ その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有す

るもの 

（12）前各号に掲げるもののほか，委員会が対象工事ごとに特に必要と

認める要件を満たすものであること。 

２ 特定共同企業体に工事を発注する場合は，構成員のすべてが前項に

掲げる入札参加資格の要件を満たすものでなければならない。 

３ 前項の場合において，特定共同企業体の構成員数及び最低出資比率

等は次条の公告において示すものとする。 

（公告） 

第４条 制限付き一般競争入札の公告は，規則第８条の規定に基づき，

入札公告（別記様式第１号）により公告し，新潟市電子入札システ

ムを活用して，新潟市ホームページに掲載するものとする。 

(入札参加申請及び入札参加資格審査書類の準備) 

第５条 制限付き一般競争入札に参加しようとするものは，公告に定め

る期限までに，電子入札システムにより一般競争入札参加申請を市

長に対して行わなければならない。 

２ 前項の入札参加申請をしたものは，入札日までに次に掲げる入札参

加資格審査書類を用意しておかなければならない。 

(1) 施工実績調書（別記様式第３号） 
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(2) 配置予定技術者調書（別記様式第４号） 

(3) 経営事項審査結果通知書の写し 

(4) 第3条第11号に該当しない旨の誓約書 (別記様式第7号) 

(5) その他別に指定する書類 

３ 入札参加申請をしたものが特定共同企業体である場合は，前項の規

定に加えて，入札日までに次に掲げる入札参加資格審査書類を用意

しておかなければならない。 

(1) 特定共同企業体協定書 

(2) その他別に指定する書類 

４ 入札参加申請者は，第６条第２項に規定する開札結果の公表までは，

非公開とする。 

 (入札及び開札） 

第６条 入札は，入札公告に示す期間，電子入札システムで受け付け，

入札公告に示す日時，場所で開札するものとする。開札においては，

落札を保留し，予定価格の範囲内で最低の価格で入札した者（最低

制限価格を下回る入札者を除く）を落札候補者として，開札を終了

するものとする。 

  ただし，入札公告で疑義申立てができるとされた案件については，

開札後，入札参加者に予定価格を通知し，当該疑義申立ての期間の終

了後，落札候補者を決定するものとする。 

２  開札結果は，速やかに公開することとする。 

（入札参加資格審査書類の提出） 

第７条 落札候補者は，落札候補者とする旨の宣言又は通知を受けた日

の翌日（休日を含まない。）までに，第５条第２項及び第３項で規
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定した入札参加資格審査書類及び入札参加資格審査書類の提出につ

いて（別記様式第５号）を持参または電子メールにより提出しなけ

ればならない。 

２ 落札候補者が，前項の規定による提出期限内に入札参加資格審査書

類を提出しないとき又は落札候補者が入札参加資格審査のために市

長が行う指示に従わないときは，当該落札候補者の入札は無効とす

る。 

(入札参加資格の審査及び落札者の決定) 

第８条 市長は，落札候補者の入札参加資格を審査し，落札候補者が入札参

加資格を有していると認めた場合は，落札者として決定し，その旨を入札

参加資格審査結果通知書（別記様式第６号）により落札者に通知するとと

もに，速やかに公表するものとする。 

２ 前項の審査において，落札候補者が入札参加資格を有していないと認め

た場合は，当該落札候補者を失格とし，入札参加資格審査結果通知書（別

記様式第６号）により理由を付して，当該落札候補者に通知するものとす

る。 

３ 第２項の場合において，第６条第１項の入札の次順位者を新たな落札候

補者として通知し，入札参加資格の審査を行うものする。この規定は落札

候補者が入札参加資格を有していると認められるまで順次行うものとする。 

４ 落札決定までに，落札候補者が，第３条第１項各号に示すいずれかの入

札参加資格を満たさなくなったとき（同条同項第６号については，「入札執

行日までの間」を「落札決定までの間」と読みかえるものとする。）は，当

該落札候補者を失格とする。 

５ 第１項の審査は，入札書，工事費内訳書及び第７条第１項の規定により
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提出された書類により行うものとする。 

６ 入札参加資格の審査は，入札参加資格審査書類が提出された翌日か

ら起算して原則として４日（休日を含まない。）以内に行うものとす

る。 

（入札参加資格の喪失） 

 第８条の２ 前条第１項の規定により，落札者として決定し，通知を受

けたものが契約締結までの間に指名停止を受けた場合は，当該落札決

定を取り消し，仮契約を締結した場合は，本契約の締結を行わないも

のとし，その旨を対象者に通知するものとする。 

（工事設計書及び図面等） 

第９条 対象工事の工事設計書，図面，仕様書等（以下「設計図書」と

いう。）は，公告した日から新潟市ホームページ及び発注部署で閲

覧に供するものとする。 

２ 入札参加申請者は，新潟市ホームページより設計図書をダウンロー

ドして，入札額を見積もるものとする。 

３ 第１項及び第２項の規定にかかわらず，入札公告で別途指定のある

ものはこの限りでない。 

（入札執行の中止） 

第１０条 市長は，規則第１９条の規定に定めるもののほか，対象工事

の入札参加申請者が少数で，競争性が確保できないと判断される場

合は，入札を中止することができる。 

（工事費内訳書の提出） 

第１１条 入札参加申請者は，入札が執行される際に入札書に記載され

る金額に対応した工事費内訳書（数量，単価，金額等を明らかにし
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たものに限る。）を提出しなければならない。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか，制限付き一般競争入札の実施

について必要な事項は，別に定める。 

 
  

 附 則 
この要綱は，平成１４年１月１日から施行する。 
 
  附 則 
この要綱は，平成１５年４月１日から施行する。 
 
  附 則 
この要綱は，平成１５年９月１日から施行する。 
 
  附 則 
この要綱は，平成１５年１０月１７日から施行する。 
 
  附 則 
この要綱は，平成１６年４月１日から施行する。 
 
  附 則 
この要綱は，平成１７年４月６日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，平成１７年４月２０日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，平成１７年８月１５日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，平成１８年２月１日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，平成１８年６月１日から施行する。 

 
附 則 

この要綱は，平成１９年２月２日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，平成１９年９月２７日から施行する。 
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附 則 
この要綱は，平成２３年１月１１日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，平成２３年６月２９日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，平成２３年１１月３０日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，令和元年５月１日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，令和２年１０月１日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，令和２年１１月１日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は，令和６年４月１日から施行する。 

 
附 則 

この要綱は，令和７年１２月２日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 10 

 

別紙 

 

制限付き一般競争入札における共同企業体工事の実績認定について 

 

制限付き一般競争入札に参加することができる者に必要な資格において，特定共同企業

体としての実績は次のように認めることとする。 

 

１ 代表者としての実績は，入札公告で求める施工実績内容を満たす施工実績を認める。 

  

２ 代表者以外の構成員としての実績は，構成員としての出資割合が２０％以上で，入

札公告で求める施工実績内容を満たす施工実績を認める。 

  ただし，下記の場合は除く。 

（１）参加しようとする制限付き一般競争入札が共同企業体を対象とした工事の場

合。 

（２）参加しようとする制限付き一般競争入札が下水道推進工事等の特殊工事の場

合。 

  （３）その他，代表者以外の構成員の実績では適さないと認めた場合。 
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別記様式第１号 

新潟市公告第 号 

 

入 札 公 告 
 

 下記のとおり一般競争入札を行いますので，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号）第１６７条の６及び新潟市契約規則（昭和５９年新潟市規則第２４号）第８条の規定

に基づき公告します。 

 

     年  月  日 

 新潟市長        

案件番号  

工事（委託）番号  

工事（委託）名  

工事（委託）場所  

履行期限／履行日数  

発注部署  工事担当課  

公表日  

入札方式  入札区分  

工（業）種  種目  

予定価格（円：税抜き）  

最低制限価格  

契約条項を示す場所  

申請申込締切日時  

申込提出場所  

仕様書等配布日時  

仕様書等配布場所  

質疑書提出締切日時  

電子入札締切日時  

入開札予定日時  

入開札予定場所  

前払金  部分払  

入札保証金  請負業者賠償責任保険  

契約締結について議会の議決

を要するための仮契約 
 現場説明  

単体又は特定共同企業体  

特定建設業  

特定共同企業体の場合の条件 
構成員数  最小出資率  

 

格付又は評点  

営業拠点  

実績要件  

工事概要  

備考  
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別記様式第 2 号 削除 
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別記様式第 3 号 

施 工 実 績 調 書 
商号又は名称 

                               

工事番号・工事名  

 

上記工事の入札公告に記載の参加要件を満たす施工実績は下表のとおりです。 

１ 

工 事 名  

発注機関名  

契 約 金 額 千円  

工 期 年  月  日～   年  月  日  

受注形態等 
単体／特定・経常共同企業体  

代表／構成員（出資比率   ％）  

工 事 概 要  

２ 

工 事 名  

発注機関名  

契 約 金 額 千円  

工 期 年  月  日～   年  月  日  

受注形態等 
単体／特定・経常共同企業体  

代表／構成員（出資比率   ％）  

工 事 概 要  

注意事項 

１ 公告日以前に竣工した工事のうち，同種又は類似工事の代表的なもので竣工年月日の

新しいもの１件以上を記入してください。 

 （新潟市発注工事の場合は，契約年度，工事番号も記載願います。） 

２ 添付書類については，一般競争入札共通公告別表１に基づき提出して下さい。 

３ 特定共同企業体の場合は，入札公告に基づき提出して下さい。 
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別記様式第 4 号 

配 置 予 定 技 術 者 調 書 

商号又は名称 

                               

工事番号・工事名  

 

当該工事に配置する技術者の資格及び工事経験は下表のとおりです。 

ふりがな  
生年

月日 
  年  月  日 生 

技術者氏名  

従事役職 法令による資格・免許等（当該工事に求められる資格を記載すること） 

 

・ 監理技術者 

・ 主任技術者 

・ 監理技術者補佐 

監理技術者資格者証 

【交付番号：          】 

監理技術者講習受講日 

    年  月  日修了 

国家資格の名称 

・ 1・2 級土木施工管理技士 【資格番号：           】 

・ 1・2 級建築施工管理技士 【資格番号：           】 

・ 1・2 級電気工事施工管理技士 【資格番号：           】 

・ 1・2 級管工事施工管理技士 【資格番号：           】 

該当する項目に☑チェ

ックをしてください。 
・ その他（                             ） 

・ 3・5・10 年以上の実務経験（建設業法第 7 条 2 号（イ・ロ該当）） 

※実務経験による主任技術者を配置する場合は，別記様式第 4 号の 1「主任技術者経歴書」

を提出すること 

工

事

経

験

概

要 

工事番号  

工 事 名  

工事個所  

発注者名  受注金額  

工事期間  

工事内容  

 

経営業務の管理責任者の氏名（建設業法第 7 条）  

営業所における専任の技術者の氏名（建設業法第 7・15 条）  

注意事項 

１．特定共同企業体の場合，構成員ごとに提出すること。 

２．監理技術者を配置する場合は，監理技術者証（写）（裏・表）と監理技術者講習修了証（写）を添付

すること。 

３．主任技術者を配置する場合は，技術検定合格証明書（写）を添付すること。 

４．直接的かつ恒常的な雇用関係を有する者である証明を添付すること。 

（例）○監理技術者資格証（表・裏）の写し※所属企業名が記載されていること 

○住民税特別徴収税額（変更）通知書の写し 

○健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し 

○所属会社による雇用証明書  
○その他これらに準ずる雇用を確認できる書類 

（雇用保険被保険者証の写し、雇用保険被保険者通知書（事業主通知用）の写しなど） 
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別記様式第４号の１ 

主 任 技 術 者 経 歴 書 

 

 

技術者の実務経歴は下記のとおりです。 
 

氏名及び生年月日 所属会社及び入社年月日 
建設工事の種類 

（当該工事に求められる工種） 

  
 

（     年  月  日 生） （    年  月  日 入社） 

該当区分（該当する覧に○） 
学歴及び学科（法第 7 条第 2 号イ 該当者（指定学

科卒業者）は以下も記入すること） 

 建設業法第 7 条第 2 号 イ 実務経験 3 年以上  

 建設業法第 7 条第 2 号 イ 実務経験 5 年以上 （     年  月  日 卒業） 

 建設業法第 7 条第 2 号 ロ 実務経験 10 年以上  

 

実務経験の内容 発注者 従事した職務 所属会社 従事期間 

    
 年 月から 

 年 月まで 

    
 年 月から 

 年 月まで 

    
 年 月から 

 年 月まで 

    
 年 月から 

 年 月まで 

    
 年 月から 

 年 月まで 

    
 年 月から 

 年 月まで 

    
 年 月から 

 年 月まで 

    
 年 月から 

 年 月まで 

    
 年 月から 

 年 月まで 

    
 年 月から 

 年 月まで 

    
 年 月から 

 年 月まで 

   合 計 満  年  月 

注意事項 

１．過去に所属した会社の実績の場合は所属会社欄に従事当時の所属会社名も記載すること。 

２．従事した職務は，求められる工種に対応した工事の「現場施工」「現場代理人」「主任技術者」等，現

場従事の立場を記載すること。 

 ※工事現場の単なる雑務や事務系の仕事に関する経験は実務経験とはみなしません。 
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別記様式第５号 

 

入札参加資格審査書類の提出について 
 

年  月  日 

 

（あて先）新潟市長 

 

 所在地 

商号又は名称 

代表者氏名           

 

担当者 

（電話番号  ） 

 

 入札公告に示された入札参加資格審査書類を下記のとおり提出します。 

 

記  

 

１ 公告年月日       年  月  日 

 

２ 工事番号，工事名 

 

３ 入札参加資格審査書類 

（１） 施工実績調書及び添付書類 

一般競争入札共通公告により提出してください。 

(特定共同企業体は入札公告に基づき提出してください。) 

 

（２） 配置予定技術者調書及び添付書類 

ア 特定共同企業体の場合は，構成員毎に調書を提出してください。 

イ 主任技術者を配置させる場合は，技術検定合格証明書の写し，ただし，実務経験

で主任技術者となる場合は，実務経験を確認できる主任技術者経歴書(別記様式第４

の１)を代わって添付してください。 

ウ 監理技術者を配置させる場合は，監理技術者証の写し(両面)及び監理技術者講習

会修了証の写しを(特定共同企業体の場合は代表のみ)添付してください。 

エ 直接的かつ恒常的な雇用関係を証明する公的書類の写しを添付してください。 

 

（３） 経営事項審査結果通知書 

最新のものを添付してください。 

 

（４） 暴力団等の排除に関する誓約書 
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別記様式第６号 

 

入札参加資格審査結果通知書 
 

 

  年  月  日 

 様 

 

新潟市長          

 

 

 下記工事に係る入札参加資格の審査結果について，次のとおり通知します。 

 

記 

 

公告日    年  月  日 

工事番号 

工事名   

審査結果  

該 当 す る 方

に ○ が つ い

ています。  

〇 資格あり 
落札者として決定したので  

契約（仮契約）手続を願います。  

 資格なし 

 理由 

 

（注）入札参加資格がないとされた場合，説明を求めることができます。説明を求める

場合は，    年  月  日までに財務部契約課へその旨を記載した書類を持

参して，提出してください。 

 

問合せ先 

新潟市財務部契約課工事契約係 

〒951-8550 新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

電話 025-228-1000（代表） ＦＡＸ 025-225-3500 
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別記様式第７号 

暴力団等の排除に関する誓約書 

 

  年  月  日 

新潟市長  様 

 

住所（所在地） 

商号又は名称 

代表者職・氏 名
（ふりがな）

            

 

当社（私）は，新潟市と工事（業務委託）契約を締結し，その債務を履行するに際し次

の事項を誓約いたします。 

 

１ 当社（私）及び当社の役員並びに使用人は，契約締結から履行完了まで次のいずれに

も該当することはありません。 

（１） 暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）第２条第２号に規定する暴力団

をいう。以下同じ。）  

（２） 暴力団員（新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）第２条第３号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ。）  

（３） 役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有

するものをいい，法人以外の団体である場合は代表者，理事その他これらと同等の責任を有するも

のをいう。）が暴力団員であるもの  

（４） 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの  

（５） 自己，その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用しているもの  

（６） 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し，又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団

の維持運営に協力し，又は関与しているもの  

（７） その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの  

 

２ １の誓約事項に虚偽の内容があった場合又は以下（１）若しくは（２）に該当する場

合には，新潟市に契約の解除権及びこれに伴う違約金が生じることを認めるとともに，

その事実を公表されても異存ありません。 

（１）下請契約又は資材，原材料の購入契約その他の契約に当たり，その相手方が１（１）～（７）のい

ずれかに該当することを知りながら，当該者と契約を締結したと認められるとき。 

（２）自社が，１（１）～（７）のいずれかに該当する者を下請契約又は資材，原材料の購入契約その他

の契約の相手方としていた場合（２（１）に該当する場合を除く｡)に，新潟市が自社に対して当該契

約の解除を求め，自社がこれに従わなかったとき。 

 


